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　抄　録　本事件は，特許第3678417号「個人認証方法及びシステム」の無効審判の請求不成立審決
に対する審決取消訴訟である。知財高裁は，明細書の発明の詳細な説明を参酌して請求項中の文言の
技術的意義を認定し，本件発明が引用発明に基づいて容易に発明できたものではないとして，本件発
明の進歩性を肯定した。リパーゼ最高裁判決では，特許出願に係る発明の要旨の認定は，特許請求の
範囲の記載の技術的意義が一義的に明確に理解することができないとか，あるいは一見してその記載
が誤記であることが明細書の発明の詳細な説明に照らして明らかであるなど，発明の詳細な説明の記
載を参酌することが許される特段の事情のない限り，特許請求の範囲の記載に基づいてされるべきで
あると判示されている。そこで，本稿では，特段の事情とは，具体的にいかなる場合であるのかを，
近時の判決をもとに考察した。
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発明の要旨認定に関する明細書内容の
参酌について

1 ． はじめに

リパーゼ最高裁判決１）の判決要旨では，「特
許出願に係る発明の要旨の認定は，特許請求の
範囲の記載の技術的意義が一義的に明確に理解
することができないとか，あるいは一見してそ
の記載が誤記であることが明細書の発明の詳細
な説明に照らして明らかであるなど，発明の詳
細な説明の記載を参酌することが許される特段
の事情のない限り，特許請求の範囲の記載に基
づいてされるべきである」と判示されている。
これに対して，最高裁判例解説２）では，「特

許請求の範囲の記載は，発明の要旨や権利範囲
にかかわる事項（構成要件）が凝縮して記載さ

7． おわりに
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れているため，それを通読しただけでは，意味
内容を把握できない場合が大部分である。しか
しながら，本判決が，発明の要旨を認定するに
際して，発明の詳細な説明の記載を参酌するこ
とができるとした例外的な場合の「特許請求の
範囲の記載の技術的意義が一義的に明確に理解
することができないとか，あるいは，一見して
その記載が誤記であることが明細書の発明の詳
細な説明の記載に照らして明らかであるなどの
特段の事情がある場合」というのは，このよう
な場合をいうのではない。すなわち，本判決は，
発明の要旨を認定する過程においては，発明に
かかわる技術内容を明らかにするために，発明
の詳細な説明や図面の記載に目を通すことは必
要であるが，しかし，技術内容を理解した上で
発明の要旨となる技術的事項を確定する段階に
おいては，特許請求の範囲の記載を越えて，発
明の詳細な説明や図面にだけ記載されたところ
の構成要素を付加してはならないとの理論を示
したものであり，この意味において，発明の詳
細な説明の記載を参酌することができるのは例
外的な場合に限られるとしたものである。」と
説明されている。
更に，「特許請求の範囲の記載に基づいて認
定されるべきであるとはいっても，文言の形式
的解釈にとどまってはならないことはもちろん
である。発明の目的，効果などの発明の詳細な
説明の記載をにらみながら，特許請求の範囲に
記載された技術的事項がいかなるものであるか
を認定しなければならない。」（下線は筆者が追
加）と説明されている。
以上より，発明の要旨となる技術的事項は，
文言の形式的解釈によって認定されるのではな
く，発明の詳細な説明に記載されている発明の
目的や効果等からなる発明の性質を踏まえて認
定される。
それでは，発明の詳細な説明にどの程度の記
載が存在すれば，発明の詳細な説明の参酌が許

されるのであろうか。以下では，近時の判決を
用いて，発明の詳細な説明の記載の程度と発明
の詳細な説明の参酌の可否との関係について考
察する。

2 ． 事件の概要

「個人認証方法及びシステム」事件３）

2．1　本件発明の概要

【請求項１】
ユーザの第１と第２の認証キー（会員IDと

パスワード）のうちの前記第１の認証キーと，
前記ユーザの管理マスタIDとを第１のシステ
ムで記憶するステップと，
前記ユーザの第１と第２の認証キーのうちの

前記第２の認証キーと，前記ユーザの管理マス
タIDとを，前記第１のシステムと通信可能な
第２のシステムで記憶するステップと，
前記第１のシステムにて，前記ユーザから第

１の認証キーの入力を受けて，入力された第１
の認証キーと，記憶されている前記ユーザの第
１の認証キーとを照合することで，第１段階の
個人認証を行なうステップと，
前記第１段階の個人認証が成功した場合，前

記第１のシステムから前記ユーザに対して，ワ
ンタイムIDを発行するステップと，
前記第１のシステムから前記第２のシステム

に対し，前記ユーザに発行した前記ワンタイム
IDと，前記第１段階の個人認証でマッチした
ユーザの管理マスタIDとを通知するステップ
と，
前記第１のシステムから通知された前記ワン

タイムIDを，通知された前記管理マスタIDに
該当するユーザのワンタイムIDとして，前記
第２のシステムで記憶するステップと，
前記第２のシステムにて，第２の認証キー及

びワンタイムIDの入力を受けて，入力された
第２の認証キー及びワンタイムIDを，記憶さ
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れている前記ユーザの第２の認証キー及びワン
タイムIDと照合することで，第２段階の個人
認証を行なうステップと，
前記第２段階の個人認証の結果に応じて，前
記ユーザへのサービスの提供を制御するステッ
プと
を有する個人認証方法。

2．2　審　　決

本件発明は，無効審判に請求項１等に係る
発明は，甲第１号証（特開2002－82910号公報）
に記載された発明（引用例１発明）と同一であ
るから，特許法第29条第１項第３号の規定によ
り特許を受けることができないとして，無効審
判を請求された。無効審判では，本件発明の「管
理マスタID」の解釈について争われた。そして，
審決においては以下のような判示がなされてい
る。
「本件特許発明１の「管理マスタID」は，同
一ユーザの第１の認証キーと第２の認証キーを
システム間で関連付けるものであり，ユーザ毎
に異なるものであるから，引用例１発明におい
てURLがユーザ毎に設定されていなければ「管
理マスタID」に相当するものとはいえず，前
述のとおり，引用例１発明の「URL」がユー
ザ毎に設定されているとはみることができない

から，引用例１発明の「URL」は本件特許発
明１の「管理マスタID」に相当するものでは
ない。」
すなわち，本件発明の「管理マスタID」は，
第１のシステムにおいて複数管理されているの
に対して，引用例１発明の「URL」は，WWW
サーバにおいて複数管理されていないため，引
用例１発明の「URL」は本件特許発明１の「管
理マスタID」に相当するものではないと判示
している。

2．3　審決取消訴訟

（1）原告の主張
原告は，本件発明の「管理マスタID」の認

定を誤っているとして，以下の主張を行った。
「ア　本件審決は，本件発明１の「管理マス
タID」がユーザごとに設定されていること，
すなわち管理マスタIDがユーザごとに複数存
在することを前提としている。しかしながら，
以下のとおり，本件発明１は，管理マスタID
がユーザごとに複数存在するものに限られるも
のではない。
イ　本件発明１は，特許請求の範囲の記載に，
いずれの「ユーザ」という記載の前後にも「各」
や「ごと」等の複数のユーザの存在を前提とし
た記載がなく，複数のユーザの個人認証に限定
されるものではないから，「管理マスタID」に
ついても，ユーザごとに複数存在するものに限
定されない。
本件発明１における「管理マスタID」は，

①第１のシステムで記憶されている，②第２の
システムで記憶されている，③第１のシステム
から第２のシステムに対して通知される，④第
２のシステムでワンタイムIDを記憶する際に
利用される，と記載され，その技術的意義は明
らかであり，リパーゼ判決にいう「特段の事情」
があるとはいえない。そのため，本件発明１は，
第１，第２のシステムが複数ユーザの管理マ

図１　 個人認証方法の一実施形態の基本的構成及
び動作を示すブロック図
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スタIDを記憶している発明を含むが，当然に，
１人のユーザの管理マスタIDのみを記憶して
いる発明も含むのであり，第１，第２のシステ
ムが複数ユーザの管理マスタIDを記憶してい
ることを前提とした本件発明１の技術的範囲の
特定には誤りがある。
ウ　本件発明１を文言どおり正しく認定すれ
ば，本件発明１の「管理マスタID」は，同一
ユーザの第１の認証キーと第２の認証キーをシ
ステム間で関連付けるものであり，ユーザごと
に異なるものであるとして，「管理マスタID」
がユーザごとに複数存在するものと限定する本
件審決の認定は，誤りである。」
すなわち，原告は，本件発明を特許請求の範
囲に記載の通りに解釈した場合には，「管理マ
スタID」は，ユーザごとに複数存在するもの
に限定されないことを主張した。

（2）被告の主張
被告の主張は以下のとおりである。
「ア　本件審決は，「管理マスタID」が，「同
一ユーザの第１の認証キーと第２の認証キーを
システム間で関連付けるものであり，ユーザご
とに異なるものである」と認定しているところ，
これは「管理マスタID」の性質を認定してい
るのであって，「ユーザごとに複数存在する」
ことを認定しているのではない。
イ　本件発明１は，特許請求の範囲記載のと
おり，「管理マスタID」は「ユーザの管理マス
タID」であってユーザに固有のものであり，「ユ
ーザ」ごとに異なるものでなければ，「管理マ
スタIDに該当するユーザ」を特定することは
できないから，「ユーザごとに異なる」ことは
明らかである。
ウ　本件発明１は，「ユーザの第１と第２の
認証キーのうち前記第１の認証キーと，前記ユ
ーザの管理マスタIDとを第１のシステムで記
憶」し，「前記ユーザの第１と第２の認証キー

のうちの前記第２の認証キーと，前記ユーザの
管理マスタIDとを，前記第１のシステムと通
信可能な第２のシステムで記憶する」ものであ
り，「第１と第２の認証キーを，異なるシステ
ムが分離して記憶する。また，第１と第２のシ
ステムは，ユーザを識別するための管理マスタ
IDを記憶している。」（本件明細書【0008】）と
いうものであるから，「管理マスタID」は，「同
一ユーザの第１の認証キーと第２の認証キーを
システム間で関連付けるもの」であることは明
らかである。
エ　よって，「管理マスタID」は，「同一ユ
ーザの第１の認証キーと第２の認証キーをシス
テム間で関連付けるものであり，ユーザごとに
異なるものである」とした本件審決の認定に何
ら誤りはない。」

（3）判　決
判決では，以下のように判示されて，原審決

が維持された。
「イ「管理マスタID」の技術的意義
本件発明１の「管理マスタID」は，認証支

援システム（第１のシステム）と認証システ
ム（第２のシステム）に共通に登録された識別
コードであって，本件明細書の【0029】の記載
を参照すれば，「管理マスタID」について，「各
会員のデータとして，上記の携帯電話番号や会
員IDのほかに，認証システム６がその会員を
識別するためにその会員にユニークに割り当て
たID」であることから，会員ID（第１の認証
キー）及びパスワード（第２の認証キー）と同
様に，ユーザごとに設定された，ユーザ固有の
識別コードということができる。
また，「管理マスタID」は，認証支援システ
ム（第１のシステム）がユーザに発行したワ
ンタイムIDを認証システム（第２のシステム）
に通知する際，ワンタイムIDと一緒に通知す
ることにより，認証システム（第２のシステム）
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において，通知されたワンタイムIDがどのユ
ーザに対して発行されたものかを認識できるよ
うにする機能を有するものであるから，複数の
ユーザが存在することを前提に，第１のシステ
ムのユーザと第２のシステムのユーザとを関連
付け，システム間でユーザを識別し同定するた
めに設定されたものということができる。
ウ　原告の主張について原告は，本件発明１
には，いずれの「ユーザ」という記載の前後に
も「各」や「ごと」等の複数のユーザの存在を
前提とした記載がなく，複数のユーザの個人認
証に限定されるものではないから，「管理マス
タID」についても，ユーザごとに複数存在す
るものに限定されず，単一のユーザの「管理マ
スタID」のみを記憶している発明も含まれる
と主張する。
しかし，上記イのとおり，認証システム（第
２のシステム）は，「管理マスタID」がワンタ
イムIDと一緒に通知されることによって，通
知されたワンタイムIDが，複数のユーザのう
ち，どのユーザに対して発行されたものかを認
識できるのであって，原告の主張するように単
一のユーザを想定するとすれば，「管理マスタ
ID」を通知するまでもなく，ワンタイムIDに
対応するユーザは当該単一のユーザにおのずと
特定されるものであるから，そもそも「管理マ
スタID」を通知する意義が存しないこととな
るのである。
また，本件発明１に係る特許請求の範囲の記
載によると，ユーザが単一である場合を含むか
否か一義的に明確とはいえないところ，本件明
細書の発明の詳細な説明の「ユーザを識別する
ための管理マスタID」（【0008】），「その会員を
識別するためにその会員にユニークに割り当て
たID」（【0029】），「全ての会員の各々について，
管理マスタID…が予め登録」（【0029】），「既に
データベース７に格納されている様々な会員の
ワンタイムIDとパスワードのセットの中から

…マッチするものを探す」（【0032】）等の記載
を参酌すれば，ユーザが単一の場合を含まない
ものと解される。
したがって，本件発明１において，文言上，
複数のユーザが存在することや，「管理マスタ
ID」がユーザごとに複数存在することが記載
されていないとしても，ワンタイムIDと一緒
に「管理マスタID」を通知することが特定さ
れている以上，複数のユーザが存在することを
前提とした発明であって，「管理マスタID」は，
その複数のユーザを識別するために，ユーザご
とに複数設定されるものというべきである。
よって，原告の上記主張は理由がない。」
すなわち，裁判所は，本件発明に係る特許請

求の範囲の記載によれば，ユーザが単一である
場合を含むか否かが一義的に明確ではないの
で，本件明細書の詳細な説明を参酌して，ユー
ザが単一の場合を含まないと解釈している。

3 ． 「技術的意義が一義的に明確に理解
することができない」について

3．1　 「技術的意義が一義的に明確に理解
することができない」とは

リパーゼ最高裁判決において，「この要旨認
定は，特段の事情のない限り，願書に添付した
明細書の特許請求の範囲の記載に基づいてされ
るべきである。特許請求の範囲の記載の技術的
意義が一義的に明確に理解することができない
とか，あるいは，一見してその記載が誤記であ
ることが明細書の発明の詳細な説明に照らして
明らかであるなどの特段の事情がある場合に限
って，明細書の発明の詳細な説明の記載を参酌
することが許されるにすぎない。」と判示され
ている。一方，最高裁判例解説では，「特段の
事情について」第１章に記載した通りに解説さ
れている。
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最高裁判例解説によれば，特許請求の範囲の
記載の技術的意義が一義的に理解できないと
は，明細書の発明の詳細な説明を読むことなく
特許請求の範囲のみを通読して，特許請求の範
囲の記載の技術的意義が一義的に理解できない
かを判断するのではないことを意味している。
すなわち，リパーゼ最高裁判決における特許請
求の範囲の記載の技術的意義が一義的に理解で
きないとは，明細書の発明の詳細な説明に目を
通して技術内容を理解した上で，特許請求の範
囲の記載の技術的意義が一義的に理解できない
かを判断することを意味していると考えられ
る。

3．2　 「技術的意義が一義的に明確に理解
することができない」に関する私見

リパーゼ最高裁判決に基づいて，特許請求の
範囲の記載の技術的意義が一義的に理解できな
いと判断される具体的な基準についてさらに検
討する。
リパーゼ最高裁判決では，特許請求の範囲の

「リパーゼ」を明細書の発明の詳細な説明を参
酌して「Raリパーゼ」と解釈しない理由として，
以下のように示されている。
「原審は，本願発明は前記（4）記載の測定方
法の改良を目的とするものであるが，その改良
として技術的に裏付けられているのは，Raリ
パーゼを使用するものだけであり，本願明細書
に記載された実施例もRaリパーゼを使用した
ものだけが示されていると認定しているが，本
願発明の測定法の技術分野において，Raリパ
ーゼ以外のリパーゼはおよそ用いられるもので
ないことが当業者の一般的な技術常識になって
いるとはいえないから，明細書の発明の詳細な
説明で技術的に裏付けられているのがRaリパ
ーゼを使用するものだけであるとか，実施例が
Raリパーゼを使用するものだけであることの
みから，特許請求の範囲に記載されたリパーゼ

をRaリパーゼと限定して解することはできな
いというべきである。」
このように，リパーゼ最高裁判決では，明細

書の発明の詳細な説明を参照４）して，「リパー
ゼ」を「Raリパーゼ」と解釈しないと判示し
ている。ここで，明細書の発明の詳細な説明に
「リパーゼ」を「Raリパーゼ」に限定解釈すべ
き旨の記載があったとしたらどうであろうか。
この場合には，明細書の発明の詳細な説明を参
酌して，「リパーゼ」を「Raリパーゼ」に限定
解釈することになるのではなかろうか。ただ
し，「リパーゼ」を「Raリパーゼ」に限定解釈
するためには，特許請求の範囲の記載（「リパ
ーゼ」）の技術的意義が一義的に理解できない
必要がある。それでは，「リパーゼ」を「Raリ
パーゼ」に限定解釈すべき旨の記載があるとい
うことは，「リパーゼ」の技術的意義が一義的
に理解できないということだろうか。この点に
ついて，以下に，私見を述べる。
「リパーゼ」を「Raリパーゼ」に限定解釈す
べき旨の記載があるということは，特許請求の
範囲の「リパーゼ」と明細書の発明の詳細な説
明の記載との間にずれが生じる。すなわち，明
細書の発明の詳細な説明に目を通して発明にか
かわる技術内容を明らかにした段階において，
特許請求の範囲の「リパーゼ」は，特許請求
の範囲の記載に基づけば，「Raリパーゼ」以外
の「リパーゼ」を含んでいるか否かが不明であ
る。したがって，この場合には，特許請求の範
囲の「リパーゼ」の技術的意義を一義的に理解
できない。そこで，明細書の発明の詳細な説明
を参酌して，「リパーゼ」を「Raリパーゼ」に
限定解釈するものと思われる。一方，「リパー
ゼ」を「Raリパーゼ」に限定解釈すべき旨の
記載がないということは，特許請求の範囲の「リ
パーゼ」と明細書の発明の詳細な説明の記載と
の間にずれが生じない。すなわち，明細書の発
明の詳細な説明に目を通して発明にかかわる技
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術内容を明らかにした段階において，特許請求
の範囲の「リパーゼ」は，特許請求の範囲の記
載に基づけば，「Raリパーゼ」以外の「リパー
ゼ」を含んでいることが明らかである。したが
って，この場合には，特許請求の範囲の「リパ
ーゼ」の技術的意義を一義的に理解できる。そ
こで，明細書の発明の詳細な説明を参酌せずに，
特許請求の範囲の記載通りに，「リパーゼ」に
解釈するものと思われる。

3．3　 明細書の発明の詳細な説明の記載の
程度

以上を踏まえると，「リパーゼ」の技術的意
義が一義的に明確に理解できるか否かの判断
は，「リパーゼ」を「Raリパーゼ」と解釈すべ
き記載が明細書の発明の詳細な説明に存在する
か否かで判断すべきであると考えられる。更に，
「リパーゼ」を「Raリパーゼ」と解釈すべき記
載は，単に「Raリパーゼ」が使用された実施
例しか記載されていない程度では足りず，発明
の目的，効果などからなる発明の性質上，「Ra
リパーゼ」以外は考えられない程度，更に言え
ば，「Raリパーゼ」以外の「リパーゼ」が排除
されている程度であると考えられる。または，
「Raリパーゼ」以外は考えられないこと，ある
いは，「Raリパーゼ」以外の「リパーゼ」が排
除されていることが，明細書の詳細な説明の全
体から読み取ることができることが要求される
と考えられる。これは，「Raリパーゼ」以外の
「リパーゼ」が排除されている程度の記載がな
ければ，特許請求の範囲の「リパーゼ」が「Ra
リパーゼ」以外のリパーゼを含んでしまい，そ
の技術的意義を一義的に明確に理解できるから
である。

4 ．  「個人認証方法及びシステム」事
件についての考察

上記のリパーゼ最高裁判決を踏まえて，「個

人認証方法及びシステム」事件について考察す
る。
「個人認証方法及びシステム」事件では，本
件発明が，単一のユーザの「管理マスタID」
のみを記憶している発明を含んでいるか否かが
争われた。そこで，本件発明の特許請求の範
囲を見ると，複数のユーザが存在することや，
「管理マスタID」がユーザごとに設定されてい
ることが記載されておらず，更に，単一のユー
ザの「管理マスタID」を管理している場合で
あっても，動作に矛盾が生じることはない。す
なわち，特許請求の範囲の記載を形式的に解釈
した場合には，本件発明は，単一のユーザの
「管理マスタID」のみを記憶している発明を含
んでいるように考えられる。よって，本件発明
は，ユーザが複数である場合及びユーザが単一
である場合を文言上では含んでいるとも考えら
れる。
しかしながら，判決では，本件発明に係る特

許請求の範囲の記載によると，ユーザが単一で
ある場合を含むか否かが一義的に明確とは言え
ないとして，明細書の発明の詳細な説明を参酌
している。すなわち，「個人認証方法及びシス
テム」事件では，明細書の発明の詳細な説明を
参酌して，「管理マスタID」の技術的意義を明
らかにして，ユーザが単一である場合がありえ
ないと認定している。具体的には，明細書の詳
細な説明を参酌して，複数のユーザが存在する
ので，第１のシステムと第２のシステムとの
間で「管理マスタID」が通知されるのであり，
単一のユーザしか存在しないのであれば，第１
のシステムと第２のシステムとの間で「管理マ
スタID」が通知される意義がないとして，ユ
ーザが単一である場合が排除されている。
これを私見に当てはめると，本件発明では，

単一のユーザしか存在しない場合には，「管理
マスタID」がそもそも不要であり，複数のユ
ーザが存在していることが本件発明の前提であ
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ることが，明細書の発明の詳細な説明から読
み取ることができる。そのため，「管理マスタ
ID」が，ユーザが単一である場合を含まない
ことに限定解釈すべき旨の記載が明細書の発明
の詳細な説明にあると考えられる。したがって，
特許請求の範囲の「管理マスタID」と明細書
の発明の詳細な説明の記載との間にずれが生じ
る。すなわち，明細書の発明の詳細な説明に目
を通して発明にかかわる技術内容を明らかにし
た段階において，特許請求の範囲の「管理マス
タID」は，特許請求の範囲の記載に基づけば，
ユーザが単一である場合の「管理マスタID」
を含んでいるか否かが不明である。したがっ
て，この場合には，特許請求の範囲の「管理マ
スタID」の技術的意義を一義的に理解できな
い。そこで，明細書の発明の詳細な説明を参酌
して，「管理マスタID」をユーザが単一である
「管理マスタID」を含まないと限定解釈したも
のと思われる。

5 ． 他の裁判例

「洗濯機の脱水槽」事件５）

5．1　発明の概要

【請求項１】金属板を円筒状に曲成しその両
端部を接合することにより形成した胴部と，こ
の胴部の下縁部に結合した底板，及び胴部の上
縁部に装着したバランスリングとを具備するも
のにおいて，フィルタ部材を具え，このフィル
タ部材が上下の全長で前記胴部の接合部を内側
より覆い，その上下の全長より充分に小さな寸
法の隙間を前記バランスリング又は底板との間
に余すことを特徴とする洗濯機の脱水槽。

5．2　事件の概要

「洗濯機の脱水槽」事件は，「隙間」の技術的
意義について争われた事件である。
本発明は，胴部の接合部を内側からフィルタ

部材により覆って接合部を隠している。ただし，
フィルタ部材がバランスリングから底板まで
の間に設けられていると，洗濯時にフィルタ部
材が胴部よりも大きく収縮して，フィルタ部材
とバランスリング及び底板との間に隙間が形成
されてしまう。そのため，この隙間に洗濯物が
挟まった状態で，フィルタ部材が元の状態に戻
ると，フィルタ部材とバランスリング又は底板
との間に洗濯物が挟まれて取れなくなってしま
う。そこで，本発明は，接合部を隠すこと，及び，
洗濯物が挟まることを防止することを両立する
ために，「このフィルタ部材が上下の全長で前
記胴部の接合部を内側より覆い，その上下の全
長より充分に小さな寸法の隙間を前記バランス
リング又は底板との間に余すことを特徴と」し
ている。
一方，引用発明では，フィルタ部材とバラン

スリングとの間に，フィルタ部材を着脱する際
のクリアランスである間隔が設けられている。
そして，本発明の「隙間」と引用発明の「間隔」

図２　主要部分の縦断画面
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との対比において，本発明の「隙間」の解釈が
争点となった。
判決では，以下のように判示されている。
「すなわち，確かに，「隙間」ということば自
体の一般的な意味は，辞書に記載されていると
おり明確であるといえる。しかし，本件発明１
を記載した請求項１においては，「フィルタ部
材が上下の全長で前記胴部の接合部を内側より
覆い，その上下の全長より充分に小さな寸法の
隙間を前記バランスリング又は底板との間に余
す」として，「隙間」について，フィルタ部材
との関係で相対的に大きさを示し，バランスリ
ング，底板及びフィルタ部材との関係で位置を
示しているから，本件発明１における「隙間」
の技術的意義は，特許請求の範囲の記載のみで
は一義的に理解することはできず，明細書の発
明の詳細な説明の記載を参酌しなければ，その
技術的意義を明確に理解することはできない。
そして，明細書の発明の詳細な説明の記載に基
づき，本件発明１の課題・課題の解決手段・作
用効果との関係で「隙間」の技術的意義を考慮
するならば，「隙間」は，「隙間における接合部
が，バランスリング又はフィルタ部材の陰とな
って見えなくなるとともに，洗濯物が挟まれる
ことのない大きさに形成されているもの」と認
められる。したがって，審決が，明細書の発明
の詳細な説明の記載を参酌して，請求項１の「隙
間」という文言を「隙間における接合部が，バ
ランスリング又はフィルタ部材の陰となって見
えなくなるとともに，洗濯物が挟まれることの
ない大きさに形成されているもの」と認定した
ことに誤りはない。特許請求の範囲の文言が，
特許請求の範囲から一義的に明確でないとして
も，明細書の発明の詳細な説明を参酌すること
により，その技術的意義を明確に理解すること
ができる場合には，第三者に不測の不利益を被
らせることはない。」

5．3　考　　察

「洗濯機の脱水槽」事件では，「隙間」という
ことば自体の一般的な意味が明確であることを
認めつつ，「隙間」の技術的意義は，特許請求
の範囲の記載のみでは一義的に理解することは
できないとしている。より詳細には，「隙間」は，
本発明の目的を鑑みると，洗濯物を挟み込むこ
とを防止できる程度の大きさが必要であると共
に，接合部が見えない程度の大きさである必要
がある。しかしながら，特許請求の範囲の記載
のみでは，「隙間」は，「隙間」の大きさが定義
されていないため，洗濯物を挟み込むことを防
止できる程度の大きさが必要であると共に，接
合部が見えない程度の大きさの隙間以外の隙間
を含むのか否かを一義的に理解できないと考え
られる。そこで，明細書の発明の詳細な説明を
参酌することにより，本発明の目的である接合
部を隠すことに基づいて，「隙間」が「隙間に
おける接合部が，バランスリング又はフィルタ
部材の陰となって見えなくなるとともに，洗濯
物が挟まれることのない大きさに形成されてい
るもの」と認定したものと思われる。
以上のように，「洗濯機の脱水槽」事件にお
いても，「個人認証方法及びシステム」事件と
同様に，発明の性質を鑑みて，特許請求の範囲
の記載の技術的意義が一義的に明確に理解でき
ないか否かが判断されている。
なお，「個人認証方法及びシステム」事件で

は，単一のユーザの「管理マスタID」のみを
記憶している発明を含んでいるか否かという発
明の本質的な部分とはやや異なる部分の解釈で
争われたのに対して，「洗濯機の脱水槽」事件
では，発明の本質的な部分である「隙間」につ
いて争われた。具体的には，「洗濯機の脱水槽」
事件では，明細書の発明の詳細な説明を参酌し
て「隙間」を「隙間における接合部が，バラン
スリング又はフィルタ部材の陰となって見えな
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くなるとともに，洗濯物が挟まれることのない
大きさに形成されているもの」と認定している。
「洗濯機の脱水槽」事件では，発明の課題を解
決するための構成が欠落していたので，訴訟に
おいてかかる構成を追加して発明の要旨を認定
したように思われる。この点，「洗濯機の脱水
槽」事件では，ユーザが単一であるのか否かを
争った「個人認証方法及びシステム」事件より
も，明細書の発明の詳細な説明の参酌の基準が
緩い印象を受ける。
ただし，判決文の最後には，「特許請求の範
囲の文言が，特許請求の範囲から一義的に明確
でないとしても，明細書の発明の詳細な説明を
参酌することにより，その技術的意義を明確に
理解することができる場合には，第三者に不測
の不利益を被らせることはない。」と示されて
いる。また，「発明の技術内容を把握するにあ
たり，発明の詳細な説明の記載を参酌できる場
合に関して，最高裁リパーゼ判決の判示部分を
形式的に適用するのではなく，当業者の通常の
理解を前提とした，柔軟な解釈実務の発展が期
待される。そのようなことにより，発明を適切
に保護し，第三者に不利益を与えないという特
許法の目的を達成することができよう。」６）とあ
る。このような第三者に不測の不利益を与えな
いという観点から，「洗濯機の脱水槽」事件では，
明細書の発明の詳細な説明の参酌の基準が緩く
判断されたのではないであろうか。

6 ． 実務に重ねて

クレームの作成者は，クレームをできるだけ
短く簡潔に記載したいと考える。そのため，明
細書の発明の詳細な説明に記載されているので
参酌してもらえるであろうと考えて，クレーム
中の文言の定義を明細書の発明の詳細な説明に
求める場合がある。しかしながら，新規性及び
進歩性の判断においては，特段の事情がない限
り明細書の発明の詳細な説明が参酌されない。

リパーゼ最高裁判決や今回取り上げた「個人認
証方法及びシステム」事件，「洗濯機の脱水槽」
事件等でも，特許請求の範囲の記載の技術的意
義が一義的に明確であるか否か（特段の事情の
有無）の判断は，限定解釈すべき記載が明細書
の発明の詳細な説明に存在するか否かで判断さ
れている。限定解釈すべき記載とは，単に，限
定解釈したい実施例しか記載されていない程度
では足りず，発明の目的，効果などからなる発
明の性質上，限定解釈したい実施例以外は考え
られない程度であると考える。そのため，明細
書の発明の詳細な説明を参酌する条件は，比較
的に厳しいものと思われる。したがって，クレ
ーム中の文言の定義については，そのクレーム
の中で行うことが重要であると考える。
なお，「個人認証方法及びシステム」事件では，

クレームの表現が煩雑になることを避けるため
に，あえて「毎」等を付加せずに，ユーザが単
一である場合もユーザが複数である場合も含ま
れるように記載したものと思われる。そして，
訴訟においてリパーゼ最高裁判決を引用して，
権利者が救われている。これは，心強い結論で
あると思われる。「個人認証方法及びシステム」
事件のように，発明の性質上では複数であるこ
とが明らかな構成ではあるが，この構成を複数
で記載した場合には表現が煩雑になってしまう
ため，あえて単数で書くケースがある。「個人
認証方法及びシステム」事件によれば，このよ
うなケースにおいても，明細書の発明の詳細な
説明の参酌が許されるようである。
一方，「洗濯機の脱水槽」事件では，課題を

解決するために必要な構成を明細書の発明の詳
細な説明を参酌して補っている。そのため，「洗
濯機の脱水槽」事件における明細書の発明の詳
細な説明の参酌の基準は，「個人認証方法及び
システム」事件に比べて緩いように思われる。
クレームの作成者としては，有り難い判決では
あるが，この判決をよりどころとして，課題を
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解決するために必要な構成の解釈を明細書の発
明の詳細な説明の参酌に頼るのは好ましくない
と思われる。

7 ． おわりに

「個人認証方法及びシステム」事件及び「洗
濯機の脱水槽」事件以外に，リパーゼ最高裁判
決に関連する判決としては，例えば，「Ｘ線異
物検査装置」事件７）（平成21年（行ケ）第10113号）
がある。「Ｘ線異物検査装置」事件では，明細
書の発明の詳細な説明が参照され，その結果と
して，明細書の発明の詳細な説明の参酌がなさ
れていない。また，「Ｘ線異物検査装置」事件
では，明細書の発明の詳細な説明の参酌を行う
か否かを判断する過程において「特段の事情」
という文言が出現していない。このように，「特
段の事情」という文言が出現せずに，明細書の
発明の詳細な説明の参酌の可否が判断される判
決が，「Ｘ線異物検査装置」事件以外にも存在
すると聞く。
ここで，私見では，特許請求の範囲の記載の
技術的意義が一義的に明確に理解することがで
きないか否かの判断は，技術的事項を限定解釈
すべき記載が明細書の発明の詳細な説明に存在
するか否かの判断と実質的に同じであると考え
る。この私見に基づけば，「特段の事情」とい
う文言を持ち出さなくとも，技術的事項を限定
解釈すべき記載が明細書の発明の詳細な説明に
存在するか否かを判断すればよいと考えられ
る。そして，「Ｘ線異物検査装置」事件では，
技術的事項を限定解釈すべき記載が明細書の発
明の詳細な説明に存在するか否かを判断して，

明細書の発明の詳細な説明を参酌しないと判断
している。よって，「Ｘ線異物検査装置」事件
においても，実質的には特段の事情の有無が判
断されているものと思われる。
今後は，「特段の事情」という文言が出現せ

ずに，明細書の発明の詳細な説明の参酌の可否
が判断される判決について私見を適用すること
ができるかを検討する必要があると考える。
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